
指定特定施設入居者生活介護【指定介護予防特定施設入居者生活介護】 

養護老人ホーム四條畷荘運営規程 

 

（事業の目的） 

第 1 条 社会福祉法人大阪府社会福祉事業団が設置する養護老人ホーム四條畷荘（以下「事

業所」という。）において実施する指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設

入所者生活介護]事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために必要な人

員及び運営管理に関する事項を定め、事業所の管理者、生活相談員、介護職員、計画作

成担当者その他の従業者（以下「指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入

所者生活介護]従事者」という。）が、要介護状態[要支援状態]の入所者に対し、適切な

指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]を提供することを

目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業者が実施する事業は、要介護状態の入所者に対し、入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話を行うことにより、要介護状態となった場合でも、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう必要な援助を行なう。 

要支援状態の入所者に対し、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話を

行なうことにより、要支援状態となった場合でも、自立した日常生活を営むことができ

るよう、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって、要支援者の生活機能の維持又は

向上を目指すものとする。 

２ 介護は、入所者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資する

よう適切な技術をもって行うものとし、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して

行う。 

３ 事業は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入居者の立場に立ったサービス提供に

努めるものとする。 

４ 前3項のほか、「大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年大阪府条例第１１５号） 

[「大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例」（平成２４年大阪府条例第１１６号）]に定める内容

を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第 3 条 

 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称  養護老人ホーム四條畷荘 

（２）所在地  四條畷市北出町 28 番 1 号 

 

 



（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

第 4 条  本事業所における従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

（１） 管理者   １名 

   管理者は、従業者及び実施状況の把握その他業務の管理を一元的に行うとともに、

法令等において規定される指定特定施設入所者生活介護【指定介護予防特定施設入所

者生活介護】の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項について指揮命令

を行う。 

（２） 計画作成担当者   １名 

   計画作成担当者は、入居者又は家族の希望、利用者について把握された解決すべき

課題に基づき、他の指定特定施設入所者生活介護【指定介護予防特定施設入所者生活

介護】従業者と協議の上、サービスの目標、サービスの内容等を盛り込んだサービス

計画を作成する。 

（３） 生活相談員   １名（常勤） 

   生活相談員は、入所者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、入

所者の社会生活に必要な支援を行う。 

（４） 介護職員    10 名以上（常勤換算） 

   介護職員は、入所者の心身の状況に応じ、入所者の自立と日常生活の充実に資する

よう、適切な技術をもって行う。 

（５） 看護職員    １名（常勤） 

   看護職員は、常に入居者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための適切

な措置を講じるものとする。 

（６） 機能訓練指導員 １名 

    機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練

を行う。 

（指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の定員及び居室数） 

第５条 事業所の利用定員は、要介護者、要支援者合せて３０名とする。 

（１）居室数は、３０室とする。 

 

（指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の内容） 

第６条  指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の内容は、

次のとおりとする。 

（１）入浴の介護 入浴は週２回以上で病気の時に限り清拭。 

（２）排泄の介護 トイレ誘導、ポータブルトイレ処理、清拭、紙おむつ交換等 

（３）食事、離床、着替え、整容等の日常生活上の世話 

（４）機能訓練 

（５）健康管理 

（６）相談、援助 

 

（利用料等） 

第７条  指定特定施設入所者生活介護を提供した場合の利用料の額は、介護報酬告示上



の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスであるときは、介護保険負担割合証の

額の支払を受けるものとする。 

  なお、法定代理受領以外の利用料については、「指定居宅サービスに要する費用の額の

算定に関する基準（平成 12 年 2 月 10 日厚生労働省告示第 19 号）【平成 24 年 3 月 13

日厚生労働省告示第 87 号】によるものとする。 

２ 指定介護予防特定施設入所者生活介護を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告

示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスであるときは、介護保険負担割合

証の額とする。なお、法定代理受領以外の利用料については、「指定介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省告示第 127 号）

【平成 24 年 3 月 13 日厚生労働省告示第 91 号）によるものとする。 

３ その他日常生活において通常必要となるものに係る費用で、入所者が負担することが

適当と認められるものの実費について徴収する。 

４ 月の途中における入退所については日割り計算とする。 

５ 前 4 項の利用料等の支払を受けたときは、入所者又は家族に対して利用料とその他の

利用料（個別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付する。 

６ 指定特定施設入居者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の提供の開始に

際し、あらかじめ、入所者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用に関し事

前に文書で説明した上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることと

する。 

７ 法定代理受領サービスに該当しない指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定

施設入所者生活介護]に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した指定特定施設入所者

生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の内容、費用の額その他必要と認めら

れる事項を記載したサービス提供証明書を利用者又は家族に対して交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜サービス利用料金＞ 

 

①特別な食事 

  契約者のご希望に基づいて、特別な食事を提供します。   

    利用料金：要した費用の実費 

 ②喫茶の利用 

  地域交流スペースにて、喫茶コーナーを設けております。（開催日についてはご確認下

さい）ご自由にご利用できます。 

30,707円

７．一日当り自己負担合計
＊１割負担の方

707円 785円 867円 943円 1,024円

１０.　自己負担月額（３０日）
＊1割負担の方

21,204円 23,553円 26,009円 28,287円

８．一日当り自己負担合計
＊２割負担の方

1,414円 1,570円 1,734円 1,886円 2,047円

９．一日当り自己負担合計
＊３割負担の方

2,120円 2,355円 2,601円

４.　うち介護保険から給付される額
（３×９割）

190,829円 211,973円 234,076円 254,574円 276,354円

５.　うち介護保険から給付される額
（３×８割）
６.　うち介護保険から給付される額
（３×７割）

169,626円 188,420円 208,068円 226,288円 245,648円

148,423円 164,868円 182,059円 198,002円 214,942円

３.　サービス利用料金
（２×１０．54円）

212,033円 235,526円 260,085円 282,861円

20150単位 22250単位 24200単位 26270単位

⑤介護職員処遇改善加算
　 （★の8.2％）

1487単位 1652単位 1825単位 1984単位 2154単位

★小計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧） 18140単位

２.　1月あたりの単位合計 20117単位 22346単位 24676単位 26837単位 29133単位

⑤科学的介護推進体制加算

⑥生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

⑦退院退所時連携加算

⑧退居時情報提供加算

50単位

10単位

（1月50単位）

（1月10単位）

30単位

250単位 （1回250単位）

290単位 315単位

307,061円

要介護度５ご契約者の要介護度 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４

542単位 609単位 679単位 744単位 813単位①介護福祉施設サービス費

⑥介護職員等特定処遇改善加算
（★の1.2％）

218単位 242単位 267単位

④夜間看護体制加算Ⅱ 9単位

2,829円 3,071円

（1単位あたり　10.54円）

61,413円

１２.　自己負担月額（３０日）
＊３割負担の方

63,610円 70,658円 78,026円 84,859円 92,119円

１１.　自己負担月額（３０日）
＊２割負担の方

42,407円 47,106円 52,017円 56,573円
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⑥介護職員等特定処遇改善加算
（★の1.5％）

272単位 302単位 334単位 363単位 394単位

②個別機能訓練加算 12単位

③協力医療機関連携加算Ⅱ 40単位 （1月40単位）



コーヒー１杯（菓子付） １００円（税込）～ 

③理髪・美容 

  月に１回、美容師の出張による美容サービスを利用いただけます。 

  利用料金：下記理美容サービス利用料金表の通り 

内     容  料   金（税込） 

カット 2,000 円 

カット・シャンプー 2,300 円 

カット・顔剃り 2,300 円 

カット・顔剃り・シャンプー ２,650 円 

パーマ（カット・シャンプー・ブロー） ４,000 円 

毛染め（シャンプー・ブロー） ４,000 円 

  

④貴重金品の管理 

  契約者の希望があれば、当施設の入所者所持金等管理取扱要領により、貴重金品管理

サービスをご利用いただけます。 

      お預かりするもの：小額の現金、預金通帳と金融機関へ届け出た印鑑、 

有価証券、年金証書、保険証類、その他の印鑑等   

    料金：１日あたり 50 円（税込） 

  

⑤レクリエーション、クラブ活動 

   契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができ

ます。 

     利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

⑥記録の閲覧 

  契約者又はその家族は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できます。ご希

望がありましたら、職員までお申し出下さい。また、複写物を必要とする場合には実

費（複写物 1 枚につき、10 円（税込））をご負担いただきます。 

 ⑦電気使用料 

   居室にテレビ・冷蔵庫を持ち込まれる場合、下記の通り電気代を負担いただきます。 

   料金：テレビ 1 日あたり 10 円（税込） 

      冷蔵庫 1 日あたり 26 円（税込） 

○ 他の電化製品の持ち込みに関しては電気代の負担はありません。 

○ 火災等の恐れのある製品に関しては持ち込みできません。 

○ 乾燥機を使用される場合、1 ヶ月あたり 100 円（税込）の電気代をご負担し

ていただきます。 

 

（衛生管理等） 

第 8 条  指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]を提供す

る施設、設備及び備品又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上



必要な措置を講じるものとする。 

２ 指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]事業所において、

食中毒及び感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じるものとする。

また、これらを防止するための措置等について、必要に応じ保健所の助言、指導を求め

るとともに、密接な連携を保つものとする。 

 

（入退所に当たっての留意事項） 

第９条  入所にあたっては、あらかじめ、入所申込者又は家族に対し、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、利用料の額及びその改定の方法その他の入所申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い入所及び指定

特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の提供に関する契約を

文書により締結するものとする。 

２ 入所申込者又は入所者が入院治療を要する者であること等、入所申込者又は入所者に

対し自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院又は

診療所の紹介その他の適切な措置を講じる。 

３ 入所者の退去に際しては、入所者及び家族の希望、退去後の生活環境や介護の連続性

に配慮し適切な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者や保健医療、福祉サー

ビス提供者との密接な連携に努める。 

４ 入所者が他の居室への移動を希望する場合は、利用者の心身の状況及び希望、居室の

空室状況等を考慮して適切な措置を講じる 

 

（緊急時等における対応方法） 

第 10 条  指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]従業者

は、指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の提供を行っ

ているときに利用者に病状の急変その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらか

じめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、管理者に報

告する。 

２ 入所者に対する指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]

の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居

宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 

３ 入所者に対する指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]

の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行うものとする。 

 

（非常災害対策） 

第 11 条  非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処する計画を作成

し、防火管理者または火気・消防等についての責任者を定め、年２回定期的に避難、救

出その他必要な訓練を行うものとする。また、協力医療機関等との連携方法や支援体制

について定期的に確認を行うものとする。 

 

（苦情処理） 



第 12 条  指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活介護]の提供

に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を講じるものと

する。 

２ 本事業所は、提供した指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活

介護]の提供に関し、法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若し

くは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行

う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行うものとする。 

３ 本事業所は、提供した指定特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入所者生活

介護]に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調査に協力するとと

もに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第 13 条  事業所は、入所者に個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び

厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのた

めのガイドライン」を遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。 

２ 事業者が得た利用者の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目

的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて入所者

又はその代理人の了解を得るものとする。 

 

（身体拘束） 

第 14 条  入居者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、入 

 居者または他の入居者の生命、身体保護するために緊急やむを得ない場合には、記録を 

 記載するなど、適正な手続きにより身体を拘束する場合があります。 

 

（医療の提供） 

第 15 条  医療を必要とする場合は、入居者の希望により、下記協力医療機関において

診療や入院治療を受けることができます。（ただし、下記医療機関での優先的な診療・

入院治療を保証するものではありません。又、下記医療機関での診療・入院治療を義務

つけるものではありません。） 

 

（高齢者虐待） 

第 16 条  施設は入居者の人権の擁護、虐待防止等のために、次の各号に定める措置を 

 講じます。 

１ 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。 

２ 個別処遇計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

３ 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整える他、従業者が入居 

  者の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 



（その他運営に関する留意事項） 

第 17 条  事業所は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものと

し、また、業務の執行体制についても検証、整備する。 

（１）採用時研修  採用後 ２ヵ月以内 

（２）継続研修   年 ２回 

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

  なお、受託居宅サービス事業者の従事者についても同様とする。 

３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契

約の内容とする。受託居宅サービス事業者の従業者についても同様とする。 

４ 事業所は、特定施設入所者生活介護[指定介護予防特定施設入居者生活介護]に関する

記録を整備し、その完結の日から 5 年間保存するものとする。 

５ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は大阪府社会福祉事業団と事業

所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

（ハラスメント防止に関する事項） 

第 18 条  事業者は、適切な社会福祉事業の提供を確保する観点から、職場において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明

確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

 

 

 附則 

この規程は、令和４年１０月１日から施行する。 

この規程は、令和６年 ４月１日から施行する。 

 


